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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　セシウムの付着した土壌及び／又は土壌成分に、硝酸、硫酸、塩酸、酢酸アンモニウム
及びそれらの二以上の組合せからなる群より選択される水溶液を加えて撹拌し、混合物を
得ることと、
　前記混合物に、カルボキシル基を有するキレート剤及びセシウムを吸着する吸着剤の少
なくとも一つを添加することと、
　前記混合物を６０～９０℃で１～６時間保持する脱離処理と、
　前記混合物中の土壌及び／又は土壌成分から水溶液を除去する分離処理と、
を含む、土壌からセシウムを除去する方法。
【請求項２】
　前記脱離処理において、前記混合物に電磁波を照射することを含む、請求項１に記載の
方法。
【請求項３】
　前記脱離処理において、前記混合物に超音波を照射することを含む、請求項１に記載の
方法。
【請求項４】
　前記水溶液は０．１ｍｏｌ／Ｌ以上５ｍｏｌ／Ｌ以下の濃度を有する、請求項１～３の
何れか一項に記載の方法。
【請求項５】
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　前記脱離処理において、前記土壌及び／又は土壌成分と前記水溶液との質量比は、１：
１から１：１０の範囲である、請求項１～４の何れか一項に記載の方法。
【請求項６】
　前記分離処理後の土壌及び／又は土壌成分に、硝酸、硫酸、塩酸、酢酸アンモニウム及
びそれらの二以上の組合せからなる群より選択される水溶液を加えて撹拌し、混合物を得
ることと、
　前記混合物に、カルボキシル基を有するキレート剤及びセシウムを吸着する吸着剤の少
なくとも一つを添加することと、
　前記混合物を６０～９０℃で１～６時間保持する脱離処理と、
　前記混合物中の土壌及び／又は土壌成分から水溶液を除去する分離処理と、
を繰り返し行う、請求項１～５の何れか一項に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明の実施形態は、放射性セシウムで汚染された土壌からセシウムを除去する方法に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　有害物質により汚染された土壌を浄化するために、種々の方法が用いられている。放射
性セシウムで汚染された土壌を除染する方法としては、高濃度の酸を用いて土壌から放射
性セシウムを抽出する方法が知られている。
【０００３】
　しかしながら、放射性セシウムは、土壌に強固に付着しているため容易に脱離しない。
そこで、例えば６ｍｏｌ／Ｌの濃硝酸もしくは濃塩酸を使用して９０℃程度に加熱する方
法がある。しかし、高濃度の酸は取り扱いが難しく、また、酸水溶液の再利用が困難でコ
ストが高いなど多くの問題がある。また、大量の土壌を処理する場合、大量の酸水溶液を
使用する必要が生じる。そのため、装置が大型化したり、消費エネルギーが増大したりす
るという問題があった。
【０００４】
　よって、放射性セシウムで汚染された土壌をより簡便且つ低エネルギーで除染する方法
の開発が望まれている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００７－２０９９１５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　放射性セシウムで汚染された土壌から高い脱離効率でセシウムを除去する方法を提供す
ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　実施形態によれば、土壌からセシウムを除去する方法が提供される。該方法は、セシウ
ムの付着した土壌及び／又は土壌成分に、硝酸、硫酸、塩酸、酢酸アンモニウム及びそれ
らの二以上の組合せからなる群より選択される水溶液を加えて撹拌し、混合物を得ること
と、混合物を６０～９０℃で１～６時間保持する脱離処理と、混合物中の土壌及び／又は
土壌成分から水溶液を除去する分離処理とを含む。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】実施形態に係る土壌からセシウムを除去する方法の一例を示すフロー図。
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【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下、実施の形態について、図面を参照して説明する。
【００１０】
　（第１態様）
　本実施形態の第１態様における土壌からセシウムを除去する方法は、セシウムの付着し
た土壌及び／又は土壌成分に、硝酸、硫酸、塩酸、酢酸アンモニウム及びそれらの二以上
の組合せからなる群より選択される水溶液を加えて撹拌し、混合物を得ることと、前記混
合物を６０～９０℃で１～６時間保持する脱離処理と、前記混合物中の土壌及び／又は土
壌成分から水溶液を除去する分離処理とを含む。
【００１１】
　セシウムには、放射性同位体であるセシウム１３７及びセシウム１３４及び安定同位体
であるセシウム１３３が含まれる。除染の対象となるセシウムはセシウム１３７及びセシ
ウム１３４であるが、セシウム１３３はこれらの放射性セシウムと化学的挙動が同じであ
る。よって、本態様において、セシウムにはセシウム１３３も含まれてよい。
【００１２】
　セシウムを除去される土壌は、典型的には、放射性セシウムで汚染された汚染土壌であ
る。ここでは、汚染土壌から放射性セシウムを除去することを除染と称する。
【００１３】
　土壌は、無機物と有機物を含んでいる。無機物は、一次鉱物と粘土鉱物を含んでいる。
土壌には、無機物と有機物の種類や割合により、種々の種類が存在する。本態様において
、土壌は、いずれの種類の土壌であってもよい。土壌成分は、土壌を構成する無機物及び
有機物のそれぞれの成分であり、典型的には粘土鉱物である。
【００１４】
　セシウムは、土壌に付着している。ここで、「付着」とは、土壌にセシウムが物理的又
は化学的に結合していることを意味する。
【００１５】
　図１は、本態様に係る汚染土壌の除染方法の一例を示すフロー図である。図１に示すよ
うに、汚染土壌は任意に、脱離処理に先立って分級される（工程Ｓ１）。
【００１６】
　土壌に含まれる粒子のうち、粒径の小さい細粒子は粘土鉱物を多く含んでいる。セシウ
ムは、この粘土鉱物に強固に付着している。そのため、セシウムの大部分は、細粒子を含
む画分に含まれている。一方、粒径の大きい粗粒子に付着したセシウムは、比較的容易に
除去することができる。よって、脱離処理の前に土壌を予め分級し、粘土鉱物を多く含む
細粒子を取り出すことにより、処理対象となる土壌の量を減少することができる。それ故
、後述する脱離処理に必要な水溶液の量を減少することができる。
【００１７】
　分級により取得される細粒子の平均粒径は、０．０５～７５μｍの範囲であり、典型的
には０．０５～２０μｍの範囲である。
【００１８】
　分級は、例えば、篩、遠心分離、膜分離、重量分離、を用いて行うことができる。
【００１９】
　工程Ｓ１の分級工程を行わない場合は、土壌をそのまま次の脱離処理（工程Ｓ２）に供
する。あるいは、分級しない土壌と、分級して得られた土壌成分を混合して処理してもよ
い。以下では、土壌成分として粘土鉱物を標的とし、粘土鉱物を多く含む細粒子を処理す
る例について説明する。
【００２０】
　工程Ｓ１に続いて、脱離処理（工程Ｓ２）を行う。この脱離処理により、セシウムが付
着した細粒子からセシウムを脱離させる。
【００２１】



(4) JP 5755548 B2 2015.7.29

10

20

30

40

50

　脱離処理では、細粒子に、硝酸、硫酸、塩酸、酢酸アンモニウム及びそれらの二以上の
組合せからなる群より選択される水溶液を加えて十分に撹拌する。さらに、細粒子と前記
水溶液の混合物を、６０～９０℃の温度範囲になるよう加熱し、１～６時間保持する。加
熱は、外部の熱源によって行ってよい。混合物は、加熱中に撹拌し続けてもよい。
【００２２】
　細粒子を前記水溶液と共に、６０～９０℃の温度範囲で１～６時間保持することにより
、セシウムを土壌から脱離させることができる。
【００２３】
　水溶液は、硝酸、硫酸、塩酸、酢酸アンモニウム及びそれらの二以上の組合せからなる
群より選択される水溶液であり、典型的には酸水溶液である。なお、酢酸アンモニウムは
酸に混合した水溶液として用いる。
【００２４】
　水溶液の濃度は、例えば、０．１～５ｍｏｌ／Ｌであり、典型的には０．５～１ｍｏｌ
／Ｌである。このような濃度の水溶液を使用することにより、環境に対する負荷を低減す
ることができる。
【００２５】
　細粒子を含む固体と、水溶液からなる液体の質量比（即ち、固液比）は、例えば、１：
１～１：１０の範囲であり、典型的には、１：１～１：５の範囲である。このような固液
比にすることにより、使用する水溶液の容量を低減することが可能となり、環境付加を低
減するとともに、装置の小型化や環境負荷の低減を図ることができる。
【００２６】
　土壌を前記水溶液と共に加熱することにより、セシウムが付着した細粒子からセシウム
を脱離させることができる。土壌から脱離したセシウムは、水溶液中に移動する。
【００２７】
　本態様では加熱温度が９０℃以下という比較的穏和な条件であるため、耐久性の高い装
置を使用せずに処理を行うことができる。また、消費エネルギーを低減することができる
。
【００２８】
　次に、工程Ｓ３の分離処理において、混合物中の固液成分を分離する。具体的には、細
粒子とセシウムを含有する水溶液とを分離する。
【００２９】
　固液の分離方法は、濾過、サイクロン、重力沈降、などの方法を用いることができる。
【００３０】
　この分離処理により、セシウムが除去された除染済土壌を得ることができる。
【００３１】
　さらに任意に、セシウムを含有する水溶液からセシウムを除去する吸着処理（工程Ｓ４
）を行う。吸着処理は、セシウムを含有する水溶液に、吸着材を添加して撹拌することに
より行う。この処理により、水溶液中のセシウムは吸着材に吸着される。よって、水溶液
からセシウムが除去される。このようにして、セシウムが除去された除染済水溶液が得ら
れる。吸着材としては、ゼオライト、珪チタン酸塩、酸化チタン、プルシアンブルーなど
を用いることができる。
【００３２】
　なお、除染済水溶液は、そのまま排出されてもよいが、工程Ｓ２の脱離処理において使
用されてもよい。水溶液を再利用することにより、使用量を低減することができる。
【００３３】
　粘土鉱物の主な結晶構造は、中心にＳｉが位置し頂点にＯが位置するＳｉ四面体と、中
心にＡｌ又はＭｇが位置し頂点にＯ又はＯＨが位置するＡｌ八面体である。これらの結晶
は、それぞれ二次元的に結合してＳｉ層（例えば、（Ｓｉ，Ａｌ）Ｏ４四面体層）及びＡ
ｌ層（例えば、（Ａｌ，Ｍｇ）（Ｏ，ＯＨ）６八面体層）を形成する。これらの層は、１
：１または２：１の割合で平面状に重なり合い、層状ケイ酸塩鉱物を形成する。その層状
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構造物には、例えば、二つのＳｉ層の間にＡｌ層を挟んだ三層構造をもつモンモリロナイ
ト、その層と層との間にＫ＋が入り込んだイライト、Ｓｉ層とＡｌ層が平行に繰り返され
積み重なった二層構造をもつカオリンなどがある。また、これらの層間に水の層が存在す
る構造もある。
【００３４】
　セシウムは、このような層間に入り込んでいると考えられる。粘土の層構造は強固であ
り、破壊され難い。そのため、層間に存在するセシウムが外部に取り出され難い。それ故
、粘土に付着したセシウムは除去することが困難であると考えられる。
【００３５】
　しかしながら、上記のように水溶液中で加熱処理することによって、粘土構造を破壊し
、セシウムの脱離効率を向上させることができる。
【００３６】
　図１では図示していないが、工程Ｓ３によって分離された土壌は、水溶液を用いてさら
なる脱離処理及び分離処理に供されてもよい。脱離処理及び分離処理は、工程Ｓ２及びＳ
３と同様に行うことができる。このような脱離処理及び分離処理は、二回以上繰り返し行
ってもよい。脱離処理及び分離処理を繰り返し行うことにより、土壌からより多くのセシ
ウムを除去することができ、その結果、高い脱離効率を実現することができる。
【００３７】
　なお、工程Ｓ１の分級によって除外された主に粗粒子を含む土壌は、例えばイオン交換
処理に供してもよい。粘土鉱物とは異なり、平均粒径の大きい粗粒子に含まれる土壌成分
は、セシウムが比較的容易に解離する。そのため、イオン交換処理によりセシウムを除去
することができる。イオン交換処理は、例えば、酢酸アンモニウムを用いて土壌を洗浄す
ることによって、或いは、塩化アンモニウム、硫酸アンモニウムなどによって行うことが
できる。
【００３８】
　本態様の除染方法は、バッチ式及びフロー式のいずれの方式でも行うことができる。フ
ロー式を用いた場合は、処理装置をさらに小型化することができる。
【００３９】
　上記の態様によれば、放射性セシウムで汚染された土壌から高い脱離効率でセシウムを
除去する方法を提供することができる。
【００４０】
　（第２態様）
　次に、第２態様について説明する。第２態様においては、第１態様と同様の除染方法を
用いるが、工程Ｓ２の脱離処理において、混合物に電磁波を照射する。
【００４１】
　ここでは、例えば周波数が３００ＭＨｚ～３００ＧＨｚ、又は、周波数が３００ＧＨｚ
～１４０ＴＨｚの電磁波を用いることができる。後述するように、粘土鉱物の構造又は結
晶を破壊するのに適した周波数の電磁波を用いることが好ましく、除染の対象となる粘土
鉱物に依存して適宜選択される。典型的には、周波数が２４５０ＭＨｚもしくは９１５Ｍ
Ｈｚの高周波を用いる。
【００４２】
　電磁波の照射は、脱離処理において混合物を撹拌する際、及び、加熱保持する間のいず
れにおいて行ってもよい。照射時間は特に限定されず、混合物中の水分が沸騰するまでの
時間で任意に設定することができる。
【００４３】
　電磁波の強度は、特に限定せず、土壌の処理量などにより任意に設定するが、例えば、
１ｋＷ～３０ｋＷの範囲とすることができる。
【００４４】
　電磁波を照射する装置としては、例えば、マイクロ波加熱装置を用いることができる。
【００４５】
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　脱離処理において、混合物に電磁波を照射することにより、粘土鉱物の層状構造を破壊
することができる。また、電磁波の周波数を適切に選択することにより、粘土鉱物の結晶
を破壊することができる。よって、粘土鉱物からのセシウムの脱離を促進することができ
る。さらに、電磁波を照射することによって、土壌鉱物とセシウムの物理的又は化学的結
合を緩和もしくは切断し、粘土鉱物からのセシウムの脱離を促進することができると考え
られる。
【００４６】
　また、電磁波を照射することにより、粘土鉱物の層状構造中に存在する水の層において
、水分子を振動させることができる。これにより、粘土鉱物中への水溶液の浸透及び拡散
を促進することができる。同時に、セシウムの拡散を促進することができる。
【００４７】
　さらに、電磁波を照射することにより、誘導加熱によって混合物の温度を６０～９０℃
にすることができる。よって、第１態様で用いた加熱のための熱源として電磁波を用いる
ことができる。電磁波として、周波数が３００ＧＨｚ～１４０ＴＨｚの赤外線を照射する
ことにより、迅速に温度を上昇させることができる。それ故、加熱時間を短縮することが
できる。また、電磁波として、周波数が３００ＭＨｚ～３００ＧＨｚのマイクロ波を照射
することにより、急激に温度を上昇させることができる。それ故、加熱時間をさらに短縮
することができる。
【００４８】
　電磁波を用いて混合物を加熱することにより、硝酸、硫酸、塩酸、酢酸アンモニウム及
びそれらの二以上の組合せからなる群より選択される水溶液の作用を増強させ、粘土鉱物
の層状構造及び／又は結晶構造の破壊を促進することができる。よって、粘土鉱物からの
セシウムの脱離を促進することができる。
【００４９】
　以上のように、電磁波を照射することによって、土壌からのセシウムの脱離を促進する
ことができる。よって、上記の態様によれば、放射性セシウムで汚染された土壌から高い
脱離効率でセシウムを除去することができる。
【００５０】
　また、脱離効率が向上することにより、より穏和な条件で除染することが可能となる。
例えば、脱離処理における加熱温度を低下させることができる。また、使用する酸の強度
や濃度を低下させることができる。あるいは、使用する前記水溶液の量を低減し、固液比
を低下させることができる。それらの結果、より低エネルギーで除染することが可能とな
る。
【００５１】
　なお、上記第２態様は、他の態様と組み合わせて実施することも可能である。他の態様
と組み合わせることにより、セシウムの脱離効率をさらに向上させることが可能である。
【００５２】
　（第３態様）
　次に、第３態様について説明する。第３態様においては、第１態様と同様の除染方法を
用いるが、工程Ｓ２の脱離処理において、混合物に超音波を照射する。
【００５３】
　ここでは、例えば、周波数が２０ｋＺ～１０ＭＨｚの範囲の超音波を用いることができ
る。
【００５４】
　超音波の照射は、脱離処理において混合物を撹拌する際、及び、加熱保持する間のいず
れにおいて行ってもよい。照射時間は特に限定されず、混合物中の水分が沸騰するまでの
時間で任意に設定することができる。
【００５５】
　超音波の強度については、特に限定せず、土壌の処理量などにより、任意に設定するこ
とができる。
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【００５６】
　超音波を照射する装置としては、例えば、超音波発振素子を照射対象物に投入する形式
の装置、超音波発振素子を取り付けた槽などに照射対象物を導入する形式の装置などが挙
げられるが、特に限定せず、また、装置の処理方式についても、バッチ方式やフロー方式
など、特に限定しない。
【００５７】
　脱離処理において、混合物に超音波を照射することにより、粘土鉱物の層状構造を破壊
することができる。例えば、層状構造物の表面に振動を与え、層の剥離を促進することが
できる。粘土鉱物の層状構造を破壊することにより、粘土鉱物からのセシウムの脱離を促
進することができる。よって、粘土鉱物からのセシウムの脱離を促進することができる。
【００５８】
　また、超音波を照射することにより、粘土鉱物の層状構造中に存在する水の層において
、水分子を振動させることができる。これにより、粘土鉱物中への水溶液の浸透及び拡散
を促進することができる。同時に、セシウムの拡散を促進することができる。
【００５９】
　以上のように、超音波を照射することによって、粘土鉱物からのセシウムの脱離を促進
することができる。よって、上記の態様によれば、放射性セシウムで汚染された土壌から
高い脱離効率でセシウムを除去することができる。
【００６０】
　また、脱離効率が向上することにより、より穏和な条件で除染することが可能となる。
例えば、脱離処理における加熱温度を低下させることができる。また、使用する酸の強度
や濃度を低下させることができる。あるいは、使用する水溶液の量を低減し、固液比を低
下させることができる。それらの結果、より低エネルギーで除染することが可能となる。
【００６１】
　なお、上記第３態様は、他の態様と組み合わせて実施することも可能である。他の態様
と組み合わせることにより、セシウムの脱離効率をさらに向上させることが可能である。
【００６２】
　（第４態様）
　次に、第４態様について説明する。第４態様においては、第１態様と同様の除染方法を
用いるが、工程Ｓ２の脱離処理において、カルボキシル基を有するキレート剤を添加する
。水溶液は、キレート剤と共に添加してもよいが、添加しなくてもよい。また、加熱は、
第１態様と同様に行ってもよいが、行わなくてもよい。
【００６３】
　工程Ｓ２の脱離処理において、土壌にキレート剤を添加する。必要であれば水を添加し
てもよい。また、任意に水溶液を添加してもよい。これらの混合物を十分に撹拌する。ま
た任意に、この混合物を６０～９０℃の温度範囲になるよう加熱し、１～６時間保持する
。混合物は加熱中に撹拌し続けてもよい。
【００６４】
　カルボキシル基を有するキレート剤は、カルボキシル基が粘土鉱物の結晶を構成するケ
イ素やアルミニウムなどの金属イオンに結合し、結晶からそれらの金属イオンを引き抜く
作用を有する。それ故、粘土鉱物の結晶を破壊することができる。結晶が破壊されるため
、粘土鉱物の層状構造が崩壊する。これにより、セシウムの脱離を促進することができる
。従って、セシウムの脱離効率を向上させることが可能である。
【００６５】
　カルボキシル基を有するキレート剤は、工程Ｓ２の脱離処理において加熱されても揮発
しないものが好ましい。また、例えば生体分子など、除染済土壌中に残存しても環境に影
響しないものであることが好ましい。
【００６６】
　カルボキシル基を有するキレート剤としては、カルボン酸、アミノ酸、ペプチド、タン
パク質、高分子物質、及び金属イオンの補足剤を用いることができる。これらのキレート
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剤は、さらにアミノ基又はアミド基を有することが好ましい。
【００６７】
　カルボン酸としては、例えば、シュウ酸、クエン酸、コハク酸などを用いることができ
る。
【００６８】
　アミノ酸としては、例えば、リシン、アルギニン、及びヒスチジンなどの、二つのアミ
ノ基を有する塩基性アミノ酸が好適に用いられる。典型的にはアルギニンが用いられる。
【００６９】
　ペプチド及びタンパク質としては、例えば、構成するアミノ酸のうち、１０～２０％が
酸性アミノ酸であり、１０～２０％が塩基性アミノ酸であるものが用いられる。典型的に
は、アルブミンが用いられる。
【００７０】
　高分子物質として、例えば、高分子分散剤、凝集剤として用いられる電解質高分子など
が用いられる。電解質高分子は、カルボキシル基及びアミノ基を有する両性の高分子であ
ることが好ましい。典型的には、ポリアクリル酸が用いられる。これらの高分子物質は、
多数のカルボキシル基を有するため、より効率的に粘土鉱物の結晶を構成する金属イオン
を引き抜くことができる。高分子物質は加熱により揮発せず、また、安価であるため好適
に用いられる。
【００７１】
　金属イオンの補足剤としては、例えば、エチレンジアミン四酢酸（ＥＤＴＡ）などのポ
リアミノカルボン酸類を用いることができる。
【００７２】
　以上のように、カルボキシル基を有するキレート剤を用いることにより、粘土鉱物から
のセシウムの脱離を促進することができる。よって、上記の態様によれば、放射性セシウ
ムで汚染された土壌から高い脱離効率でセシウムを除去することができる。
【００７３】
　また、脱離効率が向上することにより、より穏和な条件で除染することが可能となる。
例えば、脱離処理における加熱温度を低下させることができる。また、使用する酸の強度
や濃度を低下させることができる。あるいは、使用する水溶液の量を低減し、固液比を低
下させることができる。それらの結果、より低エネルギーで除染することが可能となる。
【００７４】
　なお、上記第４態様は、他の態様と組み合わせて実施することも可能である。他の態様
と組み合わせることにより、セシウムの脱離効率をさらに向上させることが可能である。
【００７５】
　（第５態様）
　次に、第５態様について説明する。第５態様においては、第１態様と同様の除染方法を
用いるが、工程Ｓ２の脱離処理において、セシウムを吸着する吸着材を添加する。
【００７６】
　吸着材は、セシウムを吸着することが知られているものであればいずれのものであって
もよく、例えば、ゼオライト、珪チタン酸塩、プルシアンブルー等を用いることができる
。
【００７７】
　吸着材は、平均粒径が１ｍｍ以上の粗粒子であることが好ましい。このような粗粒子の
形状の吸着材は、土壌から容易に分離することができる。
【００７８】
　吸着材の添加量は、特に限定はしないが、例えば、吸着剤／混合物の体積比１～１０％
の範囲とすることができる。
【００７９】
　脱離処理において、水溶液と共に吸着材を添加し、撹拌する。これにより、土壌から脱
離し、水溶液中に移動したセシウムが吸着材に吸着される。その結果、脱離処理中の水溶
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液からセシウムが除去される。
【００８０】
　添加された吸着材は、次の分離処理（工程Ｓ３）において、土壌及び水溶液から分離す
る。分離方法は、濾過、サイクロン、重力沈降などの方法を用いることができる。
【００８１】
　脱離処理において、水溶液中のセシウムを吸着材で回収することにより、セシウムが土
壌に再吸着するのを防止することができる。
【００８２】
　また、土壌からセシウムが脱離し、水溶液中のセシウム濃度が上昇すると、その後の土
壌からのセシウムの脱離率が低下する。しかしながら、吸着材で水溶液中のセシウムを回
収することにより、水溶液中のセシウム濃度が低下するため、セシウムの土壌からの脱離
率の低下を抑制することができる。
【００８３】
　以上のことから、上記の態様によれば、セシウムの脱離効率を向上させることが可能で
ある。脱離効率が向上することにより、より穏和な条件で除染することが可能となる。例
えば、脱離処理における加熱温度を低下させることができる。また、使用する酸の強度や
濃度を低下させることができる。あるいは、使用する水溶液の量を低減し、固液比を低下
させることができる。それらの結果、より低エネルギーで除染することが可能となる。
【００８４】
　なお、上記第５態様は、第２～第４態様の一以上と組み合わせて実施することができる
。第２～第４態様の何れかと本態様の吸着材の使用を組み合わせることにより、セシウム
の脱離効率をさらに向上させることが可能である。
【００８５】
　本発明のいくつかの実施形態を説明したが、これらの実施形態は、例として提示したも
のであり、発明の範囲を限定することは意図していない。これら新規な実施形態は、その
他の様々な形態で実施されることが可能であり、発明の要旨を逸脱しない範囲で、種々の
省略、置き換え、変更を行うことができる。これら実施形態やその変形は、発明の範囲や
要旨に含まれるとともに、特許請求の範囲に記載された発明とその均等の範囲に含まれる
。
　[付記]以下に、出願当初の特許請求の範囲に記載された発明を付記する。
［項１］　セシウムの付着した土壌及び／又は土壌成分に、硝酸、硫酸、塩酸、酢酸アン
モニウム及びそれらの二以上の組合せからなる群より選択される水溶液を加えて撹拌し、
混合物を得ることと、
　前記混合物を６０～９０℃で１～６時間保持する脱離処理と、
　前記混合物中の土壌及び／又は土壌成分から水溶液を除去する分離処理と、
を含む、土壌からセシウムを除去する方法。
［項２］　前記脱離処理において、前記混合物に電磁波を照射することを含む、項１に記
載の方法。
［項３］　前記脱離処理において、前記混合物に超音波を照射することを含む、項１に記
載の方法。
［項４］　前記脱離処理において、前記混合物に、カルボキシル基を有するキレート剤を
添加することを含む、項１～３の何れか一項に記載の方法。
［項５］　前記脱離処理において、前記混合物に、セシウムを吸着する吸着材を添加する
ことを含む、項１～４の何れか一項に記載の方法。
［項６］　前記水溶液は０．１ｍｏｌ／Ｌ以上５ｍｏｌ／Ｌ以下の濃度を有する、項１～
５の何れか一項に記載の方法。
［項７］　前記脱離処理において、前記土壌及び／又は土壌成分と前記水溶液との質量比
は、１：１から１：１０の範囲である、項１～６の何れか一項に記載の方法。
［項８］　前記分離処理後の土壌及び／又は土壌成分に、硝酸、硫酸、塩酸、酢酸アンモ
ニウム及びそれらの二以上の組合せからなる群より選択される水溶液を加えて撹拌し、混
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合物を得ることと、
　前記混合物を６０～９０℃で１～６時間保持する脱離処理と、
　前記混合物中の土壌及び／又は土壌成分から水溶液を除去する分離処理と、
を繰り返し行う、項１～７の何れか一項に記載の方法。

【図１】



(11) JP 5755548 B2 2015.7.29

10

20

30

40

フロントページの続き

(74)代理人  100153051
            弁理士　河野　直樹
(74)代理人  100140176
            弁理士　砂川　克
(74)代理人  100158805
            弁理士　井関　守三
(74)代理人  100124394
            弁理士　佐藤　立志
(74)代理人  100112807
            弁理士　岡田　貴志
(74)代理人  100111073
            弁理士　堀内　美保子
(72)発明者  吉野　正人
            東京都港区芝浦一丁目１番１号　株式会社東芝内
(72)発明者  松永　健太郎
            東京都港区芝浦一丁目１番１号　株式会社東芝内
(72)発明者  原口　智
            東京都港区芝浦一丁目１番１号　株式会社東芝内
(72)発明者  早見　徳介
            東京都港区芝浦一丁目１番１号　株式会社東芝内
(72)発明者  毛受　卓
            東京都港区芝浦一丁目１番１号　株式会社東芝内
(72)発明者  永森　泰彦
            東京都港区芝浦一丁目１番１号　株式会社東芝内
(72)発明者  菊池　茂人
            東京都港区芝浦一丁目１番１号　株式会社東芝内
(72)発明者  轟木　朋浩
            東京都港区芝浦一丁目１番１号　株式会社東芝内

    審査官  村川　雄一

(56)参考文献  特開２０１３－０１１５８０（ＪＰ，Ａ）　　　
              特表２００２－５３６１８０（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０６－０５１０９６（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００３－０１４８９０（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０９－２５７９９４（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｇ２１Ｆ　　　９／００　　－　　９／３６
              Ｃ０９Ｋ　　１７／００　　－　１７／５２　　
              Ｂ０９Ｂ　　　１／００　　－　　５／００


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

